第１号様式（第６条、第８条関係）

事業計画書

１　申請者について　※該当する区分の□に✓を記入
	対象者区分　

	□
	沿海漁業協同組合

	□
	沿海漁業協同組合に所属する正組合員

	□
	大中型まき網漁業又は以西底びき網漁業を営む漁業法人



	組合等の名称
	　　　　　　　　　　　　　　　□漁協　□組合　□協会

	申請者氏名
(団体の場合、団体名・代表者名)
	

	連絡担当者（団体の場合）
	

	TEL
	

	メールアドレス
	



２　対象事業について
	事業対象区分

	□
	漁協及び漁業施設の更新・導入

	□
	漁業資材の更新・導入

	□
	スマート機器の更新・導入




	事業の目的及び内容
	（目的）








（内容）










	想定する成果
	








	

規模及び構造
	





	
事業実施期間

	
　　　　年　　月　　日　　～　　　　年　　月　　日



第２号様式（第６条、第８条関係）

収支予算（精算）書

１　収入内訳          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          

	経　費　区　分
	金額（円）
	備考

	市　補　助　金
	
	

	自　己　負　担
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	合　　　　　計
	
	



２　支出内訳

	経　費　区　分
	金額（円）
	備考

	補助対象経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小　計
	
	

	補助対象外経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小　計
	
	

	合　計
	
	



第３号様式（第６条関係）

誓約書兼同意書
	
　　年　　月　　日

（あて先）長崎市長　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

漁業経営基盤強化支援費補助金を交付申請するに当たり、次の全ての事項について誓約及び同意します。

１　今後も、漁業を継続する意思があります。
２　申請要件を全て満たしています。
３　国、県及び長崎市が実施する同様の補助金等の交付を受けていません。
４　申請書類に記載された内容に虚偽が判明した場合は、本補助金の返還に応じるとともに、加算金の支払に応じます。
５　長崎市が行う関係書類の提出指導、事情聴取、立入検査等の調査に同意・協力します。
６　申請内容の確認のため、所属漁協又は漁業法人が保有する漁獲情報に係る情報供与を認めます。
７　次のいずれにも該当していません。
　（1）　暴力団（長崎市暴力団排除条例（平成24年長崎市条例第59号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
　（2）　暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。）
　（3）　暴力団関係者（同条例第12条に規定する暴力団関係者をいう。）
８　事業の実施に当たり、上記（1）から（3）までに掲げる者（以下「暴力団等」という。）と契約を締結していません（しません）。
９　暴力団等をこの事業に一切関与させません。
10　以下のことに同意します。
　（1）　上記の誓約事項についてその内容を確認するため、長崎市の関係部署、他の市町村、警察署その他関係機関に照会をし、確認すること。
　（2）　長崎市による補助金の交付の決定の審査等に必要な報告又は調査等の求めに協力すること。
11　代表者、役員及び監査役の名簿は以下のとおりです（個人の場合も要記載）。

	
	氏名
	フリガナ
	生年月日
	業務名
	根拠規定

	１
	 
	 
	
	漁業経営基盤強化支援費補助金
	①

	２
	 
	 
	
	漁業経営基盤強化支援費補助金
	①

	３
	 
	 
	
	漁業経営基盤強化支援費補助金 
	①

	４
	 
	 
	
	漁業経営基盤強化支援費補助金 
	①

	５
	 
	 
	
	漁業経営基盤強化支援費補助金
	①

	６
	 
	 
	 
	漁業経営基盤強化支援費補助金
	①

	７
	 
	 
	
	漁業経営基盤強化支援費補助金
	①

	８
	 
	 
	
	漁業経営基盤強化支援費補助金
	①

	９
	 
	 
	
	漁業経営基盤強化支援費補助金
	①

	１０
	 
	 
	
	漁業経営基盤強化支援費補助金
	①


①長崎市補助金等交付規則


第４号様式（第１１条関係）

事業実績書

１　申請者について　※該当する区分の□に✓を記入
	対象者区分　

	□
	沿海漁業協同組合

	□
	沿海漁業協同組合に所属する正組合員

	□
	大中型まき網漁業又は以西底びき網漁業を営む漁業法人



	組合等の名称
	　　　　　　　　　　　　　　　□漁協　□組合　□協会

	申請者氏名
(団体の場合、団体名・代表者名)
	

	連絡担当者（団体の場合）
	

	TEL
	

	メールアドレス
	



２　対象事業について
	事業対象区分

	□
	漁協及び漁業施設の更新・導入

	□
	漁業資材の更新・導入

	□
	スマート機器の更新・導入




	事業の目的及び内容
	（目的）






（内容）







	事業の成果
	







	事業実施を踏まえた今後の経営基盤強化の取組み
	

	
規模及び構造
	


	
事業実施期間

	
　　　　年　　月　　日　　～　　　　年　　月　　日




第５号様式（第１２条関係）施　設　管　理　台　帳

[image: ]
第６号様式（第１３条関係）
年　　月　　日
（あて先）長崎市長
住所
団体名

代表者氏名 　　　　　　     


財産処分承認申請書
　　　　　　　　　　　　　　　       　　  

　漁業経営基盤強化支援費補助事業により所得した財産について、長崎市補助金等交付規則第１９条に基づく財産処分の承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
　
１　処分財産の内容
　　(1)　名称
　　(2)　所在地
　　(3)　構造、規模及び数量
　　(4)　所得年月日及び経過年数
　　(5)　残存年数
　　(6)　事業種目・種類、総事業費、補助額及び補助率
　　(7)　その他（施設の目的等）
　２　処分の方法、理由等
　　(1)　処分の方法
　　(2)　処分の理由
　　(3)　市費納付金額及び算定根拠
　　(4)　処分予定年月日
　　(5)　その他
　３　利用実績




image1.emf
（処分制限期間）

市費 その他

(注）１　1　処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。

2　処分の内容欄には、譲渡、交換、貸し付け、担保提供等別に記入すること。

3　摘要欄には、譲渡先、交換先、貸し付け先及び抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還金額を記入すること。

摘要



　　新 水 産 業 経 営 力 強 化 事 業 施 設 管 理 台 帳



経費の配分

総事業費

負担区分

処分状況

承認

年月日



合　計



小　計



処分の

内容



処分制限

年月日



着工

年月日

工期

事

業

区

分

事業の内容

事業種目

施設の

規模能力等

設置場所



竣工

年月日


